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人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費 （Ｂ）
千円

歳出額 （Ａ）
千円

２５．７％２，２６１，９１３８，７９５，９１３

1人当たり給与費
Ｂ／Ａ

千円

職　　員　　給　　与　　費
職員数
Ａ 計　Ｂ

千円
期末・勤勉
手当　千円

職員手当
千円

給　料
千円

５，５６５１，４０７，８８４３７６，１０２９３，９９９９３７，７８３２５３人
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（注）人件費は、特別職に支給される給料、報酬を
含みます。

（注）職員手当には退職手当を含みません。　

　

市
職
員
の
給
与
は
、
基
本
給
と
し
て
の
給
料
と
、
扶
養
手
当
・
通
勤

手
当
な
ど
の
諸
手
当
に
よ
り
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
公
表
は
、
人
事
行
政
の
運
営
等
に
つ
い
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
に

お
知
ら
せ
し
、
そ
の
公
正
性
及
び
透
明
性
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
に
行

う
も
の
で
す
。
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主な増減理由対前年
増減

職　員　数区分　　
　　部門 平成１８年平成１７年

事務の合理化等△６人 ２０６人 ２１２人 市長部局等

一般会計 幼稚園教諭の配置転換等△３人 ４７人 ５０人 教 育 関 係

△９人 ２５３人 ２６２人 小　計

組織の見直し△１人 １４人 １５人 水 道

公営企業等
会計

維持管理業務の民間委託△１人 ８人 ９人 下 水 道

地域包括支援センターの設置等４人 １４人 １０人 そ の 他

２人 ３６人 ３４人 小　計

△７人 
（０人）

２８９人 
（３０９人）

２９６人 
（３０９人）合　　計

（注）職員数は、一般職に属する職員数。（　） 内は条例定数の合計です。

離　　　職（人）

採用
（人）

区分  

  部門 合計失職分限免職
懲戒免職

退　職

任期
満了死亡普通勧奨定年

８００００２５１４市長部局等
一般
会計 ２０００００２０２教 育 関 係

１０００００２７１６小　計

３０００００３０１公営企業等会計

１３００００２１０１７合　　計
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（注）採用は、平成１７年４月２日から平成１８年４月１日の間に採用した者の人数です。
　　　退職は、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日の間に退職した者の人数です。
　　　なお、平成１８年４月１日から１名一部事務組合へ派遣しております。

実績 （Ｈ１８．４．１現在）計　画
計画期間基準となる職員数

（Ｈ１７．４） 削減率削減数削減率削減数

２．４％７人９．４％２８人Ｈ１８～２２２９７人

（注）教育長を含みます。
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　下田市では、第３次下田市行財政改革大綱に基づき、平成１４年度から平成１８年度までの５年間にお
いて、計１４人の人員削減を目標とする定員適正化計画に取り組み、平成１７年４月１日現在で２８人の削
減を実施しました。また、同大綱の改訂により、平成１８年度から平成２２年度までの５年間で、更に２８
人の人員削減を目標とする第３次定員適正化計画を策定しました。

－５－  広報しもだ  ２００６. １１ 月号
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（注）平均給与月額とは、給料及び職員手当（扶養手当、住居手当、通勤手
当、時間外勤務手当等）の合計です。

平均年齢平均給与月額平均給料月額区分

４２．９歳３４２，４９４円３０５，４６６円一般行政職

４８．７歳３０６，１５９円２８４，９００円技能労務職

国下　田　市
区　　分 ２年後

の給料初任給２年後
の給料初任給

１８３，８００円１７０，２００円１７６，４００円１６５，２００円大学卒
一般
行政職

１４８，０００円１３８，４００円１５１，８００円１４０，７００円高校卒

１４５，１００円１３５，６００円１５１，８００円１４０，７００円高校卒技能
労務職

経験年数
２０年

経験年数
１５年

経験年数
１０年区　　分

３０１，３００円２６１，０００円２２６，８００円大学卒
一般
行政職

２６９，０００円２３４，０００円１９４，５００円高校卒

２５８，７００円２２５，９００円１９４，５００円高校卒技能
労務職

（注）経験年数とは、学校卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している年数
のことです。
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構成比職員数標準的な職務内容区分

２．１％３人主事補１級

１５．２％２２人主事、技師２級

１２．４％１８人主事、技師３級

１３．１％１９人主事、技師４級

３２．４％４７人係長、主幹、主査５級

１３．８％２０人課長補佐、副室長、副所長、検査監６級

１１．０％１６人課長、室長、局長、所長、参事７級

１００．０％１４５人計
（注）「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する職務です。
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期末手当の支給割合給料・報酬月額区分

　　６月期　　２．１０月分
　　１２月期　　２．３０月分
　　　計　　　４．４０月分

６０３，９００円市　長給
料 ５３６，４００円助　役

　　６月期　　１．６０月分
　　１２月期　　１．７０月分
　　　計　　　３．３０月分
　　　　　　　（２０％減額）

３５０，０００円議　長

報
酬 ３１５，０００円副議長

２９０，０００円議　員
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国下　　田　　市
区　　分

勧奨 ・ 定年自己都合勧奨 ・ 定年自己都合

３０．５５月分２３．５０月分３０．５５月分２３．５０月分勤続２０年

４１．３４月分３３．５０月分４１．３４月分３３．５０月分勤続２５年

５９．２８月分４７．５０月分５９．２８月分４７．５０月分勤続３５年

５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分最高限度

－２３，０２３千円１人当たりの
平均支給額

（注）１人当たりの平均支給額は、平成１７年度に退職した職員に支給された
退職手当の平均額です。

国下　　田　　市
区分

計勤勉
手当

期末
手当計勤勉

手当
期末
手当

２．１２５０．７２５１．４０ ２．１２５０．７２５１．４０ ６月期

２．３２５０．７２５１．６０ ２．３２５０．７２５１．６０ １２月期

４．４５ １．４５ ３．００ ４．４５ １．４５ ３．００ 計
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全　職　種区　　　　　分

特殊勤務手当
（平成１７年度
普通会計決算）

１１．１％職員全体に占める
手当支給職員の割合

８４千円支給職員１人当たり
平均支給年額

１種手当の種類（手当数）

清掃作業手当手当の名称

１６，３９６千円支給総額

１７年度
時間外勤務手当

（平成１６、１７年
度普通会計決
算）

６３千円職員１人当たり
支給年額

１８，４９６千円支給総額

１６年度

６８千円職員１人当たり
支給年額

国の制度との比較
（異なる内容）内容区分

国の制度と同じ
配偶者 １３，０００円
扶養親族２人まで ６，０００円
その他 ５，０００円

扶養手当

新築家屋５年間
２，５００円

貸家 支給限度額 ２７，０００円
持家 ３，０００円住居手当

距離区分が異なる２� 以上の通勤者
実費及び通勤距離等通勤手当
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【問合せ先】　総務課人事係　� �２２１１　詳細は、下田市ホームページ  http://www.city.shimoda.shizuoka.jp
　　　　　　トップページから行政＞市役所－職員の位置に掲載されています。


